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会社概要及び株式情報（2006年12月31日現在）

■会社概要

●発行可能株式総数 936,000株
●発行済株式の総数 241,812株
●株主数 6,855名
●大株主（上位10名）

■事業所

●問い合わせ先
〒163-1324 東京都新宿区西新宿6-5-1  新宿アイランドタワー
TEL:03-3342-4506 FAX:03-3342-4507   
E-mail:ir@en-japan.com 

●ホームページ
http://corp.en-japan.com/ 

商 号
英 文 社 名
設 立 年 月 日
本 社 所 在 地

資 本 金
従 業 員 数
事 業 内 容

エン・ジャパン株式会社
en-japan inc. 
2000年1月14日
〒163-1324 
東京都新宿区西新宿6-5-1 新宿アイランドタワー
8億4,122万円
879名
1. インターネットを活用した求人求職情報サービス
2. 人材採用から社員教育、人事評価制度までのコン
サルティング

■役員（2007年3月29日現在）

代表取締役社長
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役

越智　通勝
川本　剛
鈴木　孝二
林　　毅
河合　恩
藤野　孝

越智通勝
有限会社エムオー総研
有限会社えん企画
株式会社日本ブレーンセンター
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
越智幸三
越智明之
モルガンスタンレーアンドカンパニーインク
資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

17.75
9.84 
9.84
9.84 
7.28
4.32 
4.11 
3.70
2.63 
1.64

42,924
23,800 
23,800 
23,800
17,594
10,440 
9,940
8,944 
6,360
3,965 

大 阪
名 古 屋
横 浜
千 葉
埼 玉
福 岡
神 戸
静 岡
札　　　　 幌

大阪府大阪市淀川区宮原3-4-30 
愛知県名古屋市東区東桜1-1-10 
神奈川県横浜市西区みなとみらい2-3-5 
千葉県船橋市本町7-11-5 
埼玉県さいたま市大宮区仲町1-104 
福岡県福岡市中央区天神2-12-1 
兵庫県神戸市中央区明石町30 
静岡県静岡市葵区栄町1-5
北海道札幌市中央区北三条西3-1

金融機関 34,171株   　　16名（14.13%） 

証券会社 1,776株  　　　 23名（0.74%） 

その他法人 72,929株   　　77名（30.16%） 

外国法人等 38,312株 　　87名（15.84%） 
 

個人・その他 94,624株  
6,652名（39.13%） 
 

常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役

柬理　正道
小川　秀俊
齋藤　舜也

■株式の状況

株主名 持株数（株）持株比率（%）

※%は発行済株式の総数
241,812の百分率とします。

エン・ジャパン株式会社

■所有者別株式分布

■株主メモ

1月1日～12月31日
3月
12月31日
三菱UFJ信託銀行株式会社
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
〒137-8081 東京都江東区東砂7丁目10番11号
TEL 0120-232-711（通話料無料）
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
電子公告により行います。
ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを得
ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL http://corp.en-japan.com / 

事 業 年 度
定時株主総会
基 準 日
株主名簿管理人
同 連 絡 先

同 取 次 所
公 告 の 方 法

●株式に関するお手続き用紙のご請求について
株式に関するお手続き用紙（届出住所・印鑑・姓名等の変更届、配当金振込指定書、単元　
未満株式買取請求書、名義書換請求書等）のご請求につきましては、上記株主名簿管理人
にてお電話ならびにインターネットにより24時間受け付けておりますので、ご利用ください。

なお、株券保管振替制度をご利用の株主様は、お取引口座のある証券会社にご照会ください。

0120-244-479（三菱UFJ信託銀行証券代行部）通話料無料
0120-684-479（三菱UFJ信託銀行大阪証券代行部）通話料無料
インターネットアドレス http://www.tr.mufg.jp/daikou /

お
知
ら
せ
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売上高 

［en］ 学生の就職情報 

［en］ 本気のアルバイト 

［en］ 派遣のお仕事情報 

［en］ 転職コンサルタント 

［en］ 社会人の転職情報 

その他 

1,010
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4,307

　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げま

す。平素は格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。ここに

第7期（2006年1月1日から2006年12月31日まで）の報告書をお

届けするにあたり、営業の概況についてご報告申し上げます。 

 

　当期におきましては、堅調な景気の持続や、団塊世代が定

年を迎え始める2007年問題等による企業の採用意欲の高ま

りを背景に、新卒採用、中途採用、アルバイト採用、全ての分野

において求人件数は高い数値で推移いたしました。また、求人

広告市場においても、従来の紙媒体からインターネットへの移

行がますます加速しており、ネット求人広告専業の当社には追

い風となっています。 

　そのような中、当社の「独自性」と「社会正義性」にこだ

わった“求職者に徹底的に尽くす”求人求職情報サービスが

企業と求職者のミスマッチを防ぎ、さらには求職者の入社後

の活躍につながり、企業からも求職者からも高い顧客満足度

を得ることができました。また、当期におきましては、全国的な広

告のプロモーション展開による知名度・認知度アップに努め、

売上高169億19百万円（対前期比47.2％増）、経常利益56

億７百万円（同46.5％増）、当期純利益31億5百万円（同

41.0％増）と、当初の予定を大幅に上回る結果となりました。 

　今後も一層の業績向上に向けて事業を展開していくととも

に、「株主重視」の経営を維持してまいります。当期の期末配

当につきましては、将来の積極的な事業展開と急激な経営環

境の変化に備えた内部留保を確保しながらも、1株当たり

3,100円の配当を実施させていただくことといたしました。今後

も株主の皆様には、より一層のご支援とご理解を賜りますよう、

お願い申し上げます。 

 

2007年3月 

 

第1期～7期  
年平均 成長率 

73.5%73.5%
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第5期 
04/12

第6期 
05/12
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05/12
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03/12

第5期 
04/12

第6期 
05/12

第4期 
03/12

第5期 
04/12

第6期 
05/12

第7期 
06/12

経常利益／当期純利益 1株当たり当期純利益 自己資本／総資産 従業員数 

第7期 
06/12

第7期 
06/12

第7期 
06/12

※上記につきましては「1株当たり当期純利益に関する会計基準」などに基づき、
　これまでに実施した株式分割に伴う希薄化を修正・調整した数値で表示しております。 

ネット求人広告専業No.1のエン・ジャパンは
設立以来6年連続の増収増益を達成いたしました。

ご挨拶

01 02

代表取締役社長

越智 通勝



求人広告マーケットの急速なインターネット化や、少子化を

背景とした国内企業の恒常的な人材逼迫により、ネット求人広

告の需要はますます伸長しています。このような中、当期は設

立以来最大の人員増強を行い、さらなる躍進に向けての基盤を

築きました。今後３ヶ年では、ネット求人広告ビジネスという本業

のみで経常利益100億円を視野に据えています。具体的には、

第8期（2007年12月期）に売上高232億円、経常利益70億円を

達成し、第9期（2008年12月期）には売上高292億円、経常利益

95億円、第10期（2009年12月期）には売上高342億円、経常利

益115億円を目指します。

また、今後の成長のため、新たな収益源となる新規事業の展

開や、採用ビジネスの周辺事業強化も視野に入れていきます。

来期（2007年12月期）においては、求人広告の枠を超えて企

業の採用を代行する採用アウトソーシング事業の強化や、入社

後の定着化支援のためのリテンション分野での新商品開発など

を計画しています。また、2007年3月1日より新たに新規事業推

進室を設置し、自社内での事業立上げ、又はM&Aによる積極的

な新規事業展開を図ってまいります。

トップインタビュー

03 04

堅調な景気に伴う企業の人材ニーズの高まりを受け、2006

年12月期の売上高は169億19百万円（対前期比47.2％増）、経

常利益は56億7百万円（同46.5％増）、当期純利益31億5百万

円（同41.0％増）となるなど、全ての項目において6期連続の過

去最高の業績を達成することができました。

当期は341名の大量の社員を採用したため、人件費を中心に

販売費及び一般管理費が増加しましたが、全社一丸となった新

人の教育・育成・生産性向上への取り組みの結果、早期戦力

化に成功し、高い成長率を維持することができました。

サイト別では、前期比40.7％の増収となった［en］社会人の転

職情報と、同50.9％増の［en］派遣のお仕事情報が、売上・利

益の両面で大きく貢献しました。

当社は主要事業として転職情報サービスを行っていますが、決し

て転職をあおることなく、企業と求職者のマッチング精度を高め、

入社後の活躍につながる情報提供をしていくことを第一に考えてい

ます。そして、他社の真似をせず、オリジナリティにこだわる「独自性」、

社会全体を良くしていきたいという「社会正義性」を行動指針に据

え、求職者、求人企業ひいては日本経済そのものの役に立つ存

在でありたいと考えています。2006年7月より放映開始した爆笑

問題のテレビCMで広く認知された「転職は慎重に。」という当社

のコンセプトには、安易な転職の繰り返しをやめて、仕事を正しく

理解したうえで選んでほしいという当社の思いが込められています。

そのために、100％自社取材による正直で詳細な原稿制作に

こだわり、企業の強みや仕事の楽しさだけではなく、企業の課題

や仕事の厳しさもしっかりと伝えるという、原稿に手間をかける一

筆入魂の姿勢を貫いています。その結果、求職者に高く評価さ

れ、今では民間の転職サイトにおいて「認知率」「訪問率」「定期

利用率」「最も役に立ったサイト」「情報差異度※」という指標で

No.1を獲得しています。また、企業にとっても、求職者とのミス

マッチが少なく、入社後活躍する人材を採用できるということで、

顧客満足度89.2％（2006年9月当社調べ）という高い評価を得

ることができました。

主力の［en］社会人の転職情報は、総合評価No.1サイトとして

業界では揺るぎない地位を確立し、総会員数は2006年12月末

時点で143万人を突破しました。［en］転職コンサルタントや［en］派

遣のお仕事情報も、業界No.1サイトとして広く認知されています。

［en］学生の就職情報においても、4年目で黒字化を達成し、今後

は、社会人の転職情報に次ぐ成長ドライバーとして見据えてい

ます。また、当社の理念を具現化した［en］本気のアルバイトは、正

社員登用有りのアルバイト求人情報のみを提供するという「独自

性」が注目され、前年増収率180％という高い成長を見せました。

利益だけでなく質的No.1を追求する当社の姿勢が社会に広く

評価された今、業界をリードする存在（立場）として、更なる進化を

続けてまいります。

第7期の振り返り

業界での位置づけ

今後の戦略と来期の見通し

当社は、創業時から一貫して、求職者と求人企業の双方に真

に喜ばれるよう、質的No.1を目指し、正直かつ詳細な求人情報

をお届けしてまいりました。その結果、今ではネット求人広告専業

No.1の地位を確立し、民間サイトで最も高い評価を得るまでに

成長いたしました。今後も、企業として利益を生み出すことだけ

ではなく、業界や社会全体をより良くしたいという姿勢を貫き、世

界に類のない質の高いサービスを発信してまいります。株主の皆

様には、引き続きご支援をお願いいたします。

「縁（en）」の由来
人と人、人と物事を結びつける不思議な力やめぐり合わせを「縁」とい
います。［en］とは、「縁」に由来しています。Employment Netの頭文字
と一致したのも、一つのめぐり合わせだと感じています。私達は、創
業以来、転職市場におけるベスト・マッチングを支援しています。

■売上高と会員数の推移

「独自性」と「社会正義性」

株主の皆様へメッセージ

2002 2003 2004 2005 2006

会員数 

売上高 
31.7億円 

43.7億円 

69.8億円 

114.9億円 

169.1億円 

50万人 

63万人 

82万人 

105万人 

143万人 

※「サイト上に掲載している事前情報と、転職後の労働環境や労働条件の違いの少なさ」を評価する指標。



●全ての情報を1社1社独自に
　取材・撮影  
●求職者の立場に立った正直
　かつ詳細な求人情報  
●全情報に職場風景等の動画
　を掲載 

●人材紹介会社の情報及び求
　人情報の掲載  
●業界初の求職者による人材
　紹介会社の5段階評価  
●キャリアをもつプロフェッショナ
　ル向けの「ハイクラス求人情
　報」 

●人材派遣会社の情報及び求
　人情報の掲載  
●「派遣Q&A」で派遣に関する
　不安を解消  
●独自の検索項目による「こだ
　わりINDEX」 

●正社員登用専門のアルバイト
　サイト  
●正社員登用のプロセスとメリッ
　トを明示  
●100%独自取材・撮影による
　詳細な求人情報 

●質と量を兼備した日本最大級
　の就職情報サイト  
●仕事をありのままに伝える独自
　企画「プロの仕事研究」  
●企業の独自性を分かりやすく
　伝える「会社訪問ドキュメンタ
　リー」 

求職者 
求人情報提供 
スカウト代行 
レジュメ・コーチ 

登録 
レジュメ公開 

応募 

無 料 

企画・提案 
取材・求人広告制作 

広告掲載料 

企業情報 
求人情報 
スカウト 

一般企業 

人材紹介会社 

人材派遣会社 

効果の高い　  
求人情報サイト！ 

豊富で詳細な 
求人情報 

総合的に求人情報を提供 
 

［en］社会人の転職情報 
 

［en］学生の就職情報 
 

［en］ 転職コンサルタント ［en］ 派遣のお仕事情報 ［en］本気のアルバイト 

インターネットサイト 

エン・ジャパンの今

05 06

景気拡大を映し、2006年平均の有効求人倍率は1.06倍を回

復するなど、企業の採用意欲は大いに高まっています。また、求

人広告市場は従来の紙媒体から、インターネットへの移行が加

速しています。

求人広告市場では、インターネット求人広告は1,500億円と、

全体の6,000億円のうち25％を占めるに過ぎません。しかしな

がら、2010年頃迄には現在の紙媒体が急速にインターネットに

置き換わり、ネット求人広告市場が3,200億円に増大することが

見込まれます。当社にとっては紙からインターネットへのシフトや、

企業の採用意欲の拡大が、引き続き強い追い風となってまいり

ます。

また今後、景気後退の局面で企業の採用意欲が衰え、求人

広告市場全体が縮小したとしてもネット化の進行は続くため、

ネット求人広告市場は、影響を受けにくいといえるでしょう。

当社は、ネット求人広告マーケットの中で順調にシェアを伸ば

してまいりましたが、今後とも、企業の採用ニーズに応えるため

質へのこだわりを追求し、さらにシェアを拡大してまいります。

そのための取り組みの一つとして、当期は［en］社会人の転職

情報のサイトを大規模にリニューアルし、新商品を多数投入い

たしました。

従来の転職サイトでは対応できなかった非公開求人向けの

広告企画や、サイト登録会員の詳細なレジュメデータベースをも

とに、専任のコンサルタントが企業の求める人材のスカウトを代

行する新商品なども開発いたしました。これらの機能により、転

職サイトにおいてのマッチング精度を最大限高めることに成功

し、企業の人材採用の一層強力な支援が可能となりました。

※数字は当社推定 

求人広告市場　全体 

〈2006年〉 

全体 
6,000億円 全体 

4,100億円 

〈2010年頃〉 

2.1倍 2.1倍 

紙媒体 
（4,500億円） 

紙媒体 
（900億円） 

ネット 
（1,500億円） 
25.5％ 

ネット 
（3,200億円） 
78.0％ 

商品ラインナップとビジネスモデル

年　齢 

雇
用
期
間

 

長 期 

中 期 

短 期 

（マーケット規模：当社推定） 

18才 75才 

中途（3,200億円） 

アルバイト・パート（2,400億円） 

全体：6,000億円 

派　遣 

紹  介 新卒 
400億円 

独自の商品と市場環境がさらなる成長の原動力です。

■求人広告マーケットのネット化（市場全体） ■求人広告マーケット（新卒＋中途＋アルバイト・パート）



▲テレビCMキャラクターに、人気お笑いタレント「爆笑問題」を起用 
　（2006年7月18日より放映） 

▲渋谷・新宿などの街看板や、電車内広告など様々なところで広告を展開 

 

・実 施 期 間 
・調 査 機 関 
・調査対象者  

・実 施 期 間 
・調 査 機 関 
・調査対象者  

2006年5月30日～6月1日 
インターワイヤード社 
インターネットユーザー　13,836名 

2006年6月9日～10日（本調査） 
ネットアンドセキュリティ総研 
過去3年以内の転職経験者かつ転職
サイト利用者。有効回答数1,000名。 

［en］学生の就職情報 
 

［en］社会人の転職情報 
 

［en］派遣のお仕事情報 

11月22日　 

 

▲「プロの仕事研究」カンファレンス入口風景 

「人材派遣サイト利用実態調査2006」の 
“もっとも満足している派遣サイト” 
 

“ユニークなキャッチコピーで大規模プロモーションを全国展開” 

2年連続『証券アナリスト 
によるディスクロージャー 
優良企業（2006年度）』に 
選ばれました。 
 今回の結果は、 
・経営陣のIRに対する積極的な姿勢 

・IR部門の体制、積極性、迅速性 

・説明会の分かりやすさ 

・開示資料の内容（収益及び財務分析に必要なデータ、

　中長期の見通しに関する情報の充実） 

  等の項目を評価されての受賞となります。 

 

　爆笑問題を起用したテレビＣＭが全国各地で話題になりました。そ
の他にも電車や駅を中心とした交通広告を大規模展開。［en］本気
のアルバイトによる「さらば、フリーターな俺。」［en］学生の就職情報

による「内定をとること＋「3年で辞めました」と、ならない未来」など、
ユニークなキャッチコピーが広く認知されました。 
　 

　学生と企業のより深い相互理解の
場を提供するためにスタートした『プロ
の仕事研究』カンファレンスは開催4年
目を迎えました。 
　企業で活躍している現場社員と学
生との相互交流が可能な場として高く
評価され、初の東京ドームでの開催に
は191社が参加。来場学生は14,000
人を超えました。 
　2007年は、関東、関西を中心に、東
海、九州、北海道地域など全国で開催
予定です。 

▲191社が出展、14,000人以上の学生が来場 
 

“業界研究・仕事研究が一気にすすむ！ 
　東京ドームで『プロの仕事研究』カンファレンスを開催！” 

認知率、訪問率、最も役に立ったサイト、情報差異度で民間サイトNo.1に選ばれました！ 

転職サイト比較調査 
　　　 総合評価　　位 

▲100％取材の正直、詳細なオリジナル求人情報を掲載 ▲日本最大級！  人材派遣会社選びのポータルサイト 

サイト関連 
 

2年連続　　位 
 

顧　客 
満足度 

ユーザー 
満 足 度 

TOPICS（2006年1月～12月の主な出来事）

07 08



09 10

財務諸表

貸借対照表（要旨）

区 分 第6期
（平成17年12月31日現在）

第7期
（平成18年12月31日現在）

7,368,735

5,565,531

10,433

1,473,310

10,738

163,666

136,135

25,546

△16,626

2,580,821

756,243

119,856

597,749

38,637

307,222

3,090

160,584

142,195

1,351

1,517,355

25,000

―

271,338

91,749

384,140

413,235

331,890

9,949,557

区 分 第6期
（平成17年12月31日現在）

第7期
（平成18年12月31日現在）

（単位：千円） （単位：千円）

4,518,254

79,979

1,459,616

309,229

1,848,360

228,573

327,737

79,122

147,992

8,800

28,841

4,518,254

―

―

―

―

―

―

―

―

―

9,608,697

841,221

1,307,790

7,459,685

2,393

2,393

9,611,090

14,129,344

「純資産の部」について 2006年5月1日施行の会社法により、「資本の部」が廃止
され、「純資産の部」が新設されました。これは、貸借対照表上、資産性をもつもの
を「資産の部」、負債性をもつものを「負債の部」に記載し、それらに該当しないも
のを資産と負債との差額として「純資産の部」に記載するものです。これにより、会
社の支払能力などの財政状態をより適切に表示することが可能になります。

■流動資産
流動資産の増加は、事業収益の順調

な進展により回収された手元資金によ
るものです。
現金及び預金が608百万円、売掛金

が803百万円増加しております。

■固定資産
固定資産の増加は、基幹システムの
構築及びサイトリニューアルや、サイトオー
プンに係るサーバーやソフトウェアの取
得等によるものです。

■流動負債
流動負債の増加は、好業績による税

額増加に伴い未払法人税等が増加した
ことに加え、広告宣伝費及びサイト開発
費等が増加したことによるものです。

■純資産の部
ストックオプションの行使により資本

金及び資本剰余金が増加したほか、収
益増加による利益剰余金が増加したこ
とにより2,624百万円増加いたしました。

■売上高
積極的な広告活動により、求職者及

び求人企業からの認知度が向上。雇用
情勢の高まりも影響し、企業からの広
告出稿が増加し、大幅な売上増加とな
りました。

■販売費及び一般管理費
テレビCM等に積極的に使用した広

告宣伝費及び人員増加に伴う人件費、
新設した事業所拠点の家賃等です。

■当期純利益
当期純利益は前期2,203百万円から

902百万円増加し、3,105百万円（41.0％
増）となりました。

損益計算書（要旨）

区 分
第6期第7期

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越利益

当期未処分利益

11,491,772

1,097,051

10,394,720

6,603,000

3,791,720

34,852

450

3,826,122

81,308

96,147

3,811,282

1,685,000

△77,053

2,203,336

703,531

2,906,867

区 分
第6期第7期

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に
係る換算差額

現金及び現金同等物の
増加額

現金及び現金同等物の
期首残高

現金及び現金同等物の
期末残高

（単位：千円） （単位：千円）

2,621,183

△1,314,189

△310,984

157

996,167

4,569,364

5,565,531

キャッシュ・フロー計算書（要旨）

（単位：千円）

資 本 金
資本剰余金

株主資本

806,379

34,841

―

―

―

34,841

841,221

株主資本等変動計算書（要旨）第7期（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日）

資本準備金 資本剰余金合計
利益剰余金

株主資本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

純資産合計

【負債の部】

流動負債

買掛金

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費税等

前受金

預り金

賞与引当金

役員賞与引当金

その他

負債合計

【資本の部】

資本金

資本剰余金

資本準備金

利益剰余金

任意積立金

当期未処分利益

その他有価証券評価差額金

資本合計

負債資本合計

【純資産の部】

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

純資産合計

負債・純資産合計

【資産の部】

流動資産

現金及び預金

受取手形

売掛金

貯蔵品

前払費用

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物

器具及び備品

建設仮勘定

無形固定資産

商標権

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

電話加入権

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

長期前払費用

繰延税金資産

長期性預金

保険積立金

敷金保証金

資産合計

平成17年12月31日残高

事業年度中の変動額

新株の発行

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額純額

事業年度中の変動額合計

平成18年12月31日残高

2,963,360

62,730

1,023,714

69,748

1,174,419

123,675

364,860

42,831

100,350

―

1,029

2,963,360

806,379

1,272,950

1,272,950

4,906,867

2,000,000

2,906,867

―

6,986,197

9,949,557

―

―

―

―

―

―

―

―
▲「株主資本等変動計算書」について 2006年5月1日施行の会社法により、「株主資本等変動計算書」が新設されました。これは、貸借対照表の純資産の部の中で、主として株主の皆様に帰属する株主
資本について、当期中の変動事由と変動額を、ご報告するために作成する計算書類です。

「損益計算書」について 2006年5月1日施行の会社法により、期中におけ
る剰余金の変動は「株主資本等変動計算書」で説明されるため、「損益計算
書」末尾にありました「未処分利益」の計算区分は廃止されました。

★ Point ★ ★ Point ★

9,004,281

6,173,772

16,853

2,275,791

13,630

224,044

302,362

31,598

△33,772

5,125,062

659,837

110,705

515,356

33,775

849,587

4,165

644,478

199,591

1,351

3,615,637

340,019

571,594

195,039

94,294

1,388,220

422,090

604,378

14,129,344

1,272,950

34,840

―

―

―

34,840

1,307,790

1,272,950

34,840

―

―

―

34,840

1,307,790

4,906,867

―

△553,127

3,105,944

―

2,552,817

7,459,685

6,986,197

69,682
△553,127

3,105,944

―

2,622,500

9,608,697

―

―

―

―

2,393

2,393

2,393

6,986,197

69,682

△553,127

3,105,944

2,393

2,624,893

9,611,090

4,076,717

△2,986,871

△481,813

208

608,241

5,565,531

6,173,772

16,919,926

1,604,439

15,315,487

9,710,010

5,605,476

30,842

29,263

5,607,055

―

16,038

5,591,017

2,655,487

△170,414

3,105,944

―

―

1

2

3

4

1

2

3

4

5

6

7

自平成18年 1月 1日
至平成18年12月31日（ ) 自平成17年 1月 1日

至平成17年12月31日（ ) 自平成18年 1月 1日
至平成18年12月31日（ ) 自平成17年 1月 1日

至平成17年12月31日（ ) 5

6

7

■配当金について
将来の積極的な事業展開と急激
な経営環境の変化に備えた適正な
内部留保を確保し、株主の皆様に対
する配当その他の利益還元につい
ても適切に実施することを基本方針
としております。当期は1株につき、
3,100円の配当を予定しております。
これは前期比1.3倍を超える年間配
当金となっております。

評価・換算差額等

評価・換算
差額等合計

―

―

―

―

2,393

2,393

2,393


